
証券コード 9561
2023年３月13日

（電子提供措置の開始日 2023年３月６日）
株 主 各 位

大阪市中央区瓦町２丁目４番７号
新瓦町ビル８階

株式会社グラッドキューブ
代表取締役CEO 金島 弘樹

第16期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第16期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第16期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://corp.glad-cube.com/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記のウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦
覧書類/PR 情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙
に賛否をご表示いただき、2023年３月27日（月曜日）午後７時までに到着するようご送付くだ
さいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 2023年３月28日（火曜日）午前10時
２．場 所 大阪市中央区平野町４丁目２－３オービック御堂筋ビル２Ｆ

オービックホール ホールD＋E
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３．株主総会の目的事項
報告事項 第16期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）事業報告及び計算書

類の内容報告の件
決議事項
議 案 監査役１名選任の件

以 上

＊ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申し上げます。

＊ 議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものと
して取り扱わせていただきます。

＊ ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねておりま
す。

＊ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載さ
せていただきます。

＊ 総会ご出席株主様へのお土産はご用意しておりません。何卒ご理解くださいますようお願い
申し上げます。
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第16期定時株主総会におけるライブ配信に関するご案内

本総会におきましては、株主の皆様の安全及び利便性を考え、ご来場いただけない株主様もイ
ンターネットを用いて遠隔地等から株主総会当日の議事進行の様子をご視聴いただけるよう、オ
ンラインでのライブ配信を実施いたします。
参加を希望される場合は、下記事項をご確認くださいますようお願い申し上げます。

記

１．ライブ配信について
ご来場になれない株主様がIDとパスワードによる確認を経て、オンライン（Zoom）で配信

されるライブ中継動画を視聴いただくものであります。

２．参加の手続き
（１）本ライブ配信へ参加される株主様は、別紙にてお送りする書面に記載の「ライブ配信

サイト」のリンクにアクセスのうえ、同書面に記載のID及びパスワードを入力して
ください。

（２）本ライブ配信へ参加される株主様は、会社法で定める出席には当たりません。したが
いまして、当日は議決権を行使できませんので事前に書面により議決権を行使してく
ださいますようお願い申し上げます。

３．配信日時
2023年３月28日（火曜日）午前10時～株主総会終了時刻まで
※2023年３月28日午前９時50分より配信ページにアクセスいただけます。

４．その他、注意事項
（１）当日ご出席される株主様のプライバシーに配慮し、ライブ配信の映像は議長席及び役

員席付近のみといたしますが、やむを得ず会場に出席される株主様のお姿が映りこん
でしまう可能性がございます。

（２）本ライブ配信の写真撮影、録音、録画及びSNSなどへのアップロードはご遠慮くださ
い。悪質な利用が認められた場合は、ご視聴を制限する場合があります。

（３）システム障害や通信環境等により映像や音声の乱れ、また一時中断などが発生する場
合がありますので、あらかじめご了承ください。
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（４）本ライブ配信参加に要する通信機器類やインターネット接続料、通信費等の一切の費
用は、株主様のご負担とさせていただきます。

（５）通信環境やシステム障害等により株主様が受けた不利益については、当社は一切責任
を負いかねますので、ご了承ください。

（６）本ライブ配信に参加いただけるのは、当社株主名簿（2022年12月31日現在）に記
載された株主様のみとさせていただきます。当該株主様以外のご参加はご遠慮くださ
い。また、ID及びパスワードの第三者への提供は固くお断りいたします。

（７）本ライブ配信につきましては、万全を期しておりますが通信環境の悪化やシステム障
害等の不測の事態により参加できない場合があるほか、状況によっては中止すること
がありますので、あらかじめご承知おきください。

（８）システム障害等の緊急の事態や事情変更への対応等、本ライブ配信の運営に変更が生
じる場合には、当社ウェブサイト(https://corp.glad-cube.com/)においてお知らせ
いたします。

以 上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

議案 監査役１名選任の件
監査体制の強化及び充実を図るため、監査役１名を増員することといたしたく、監査役１名の選任をお

願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

氏名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する

当社の株式数

久保
く ぼ た

田 匡美
ま さ み

(戸籍上の氏名：
齋藤 匡美)

(1982年６月27日生)

2007年12月 新日本監査法人(現EY新日本有限責任監査法人）入所
2011年10月 公認会計士登録
2022年９月 EY新日本有限責任監査法人退所
2022年９月 久保田匡美公認会計士事務所代表就任（現任）

－株

選任理由及び
期待される役割の概要

久保田匡美氏は、過去に会社経営に関与したことはありませんが、公認会計士の資
格を有しており、財務及び会計に関する高い見識と実績により監査機能を発揮して
いただくことを期待し、監査役候補者としてお願いするものであります。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．候補者は新任の社外監査役候補者であります。
３．候補者が原案どおり選任された場合、株式会社東京証券取引所が規定する独立役員となる予定であ

ります。
４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、

被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及に係る請求を受けること
によって生ずる損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除く）を当該保
険契約により填補することとしております。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められること
となり、当社が保険料を全額負担することとしております。また、次回更新時には同内容での更新
を予定しております。

以 上
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事 業 報 告

（2022
2022

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

１．会社の現況に関する事項
（１）事業の経過及び成果

当事業年度における日本の経済は、新型コロナウイルス感染症の再拡大や原油価格高騰、インフレ、金利
上昇懸念等の影響により厳しい状況が継続いたしました。ワクチン接種が本格的に進み始めたことによる社
会経済活動の正常化が期待されましたが、新たな変異株の発生もあり新型コロナウイルス感染症の収束時期
は依然として見通せず、先行き不透明な状況が続いております。
一方で当社が展開するサービスを取り巻く環境については、デジタル技術の活用の企業ニーズの高まりを

受け、企業のマーケティング活動のデジタル化が加速しており、良好な状況が続いております。
当社では当事業年度において新型コロナウイルス感染症の事業への直接的な影響は発生しておりません。

しかしながら、内外の感染再拡大による経済の下振れリスクや雇用環境への影響など、引き続き注意する必
要がある状況であります。
上記のような経済環境の中、サイト解析ツールの機能拡充、IT補助金ベンダーとして認定、動画制作体制

の強化、競馬予想AIのサービス拡大、オンラインセミナーの実施、YouTubeチャンネルでの発信等、拡大
を続けるインターネット広告市場と、インターネット利用者のニーズに応えるべくソリューションを提供し
てまいりました。
この結果、当社の当事業年度の経営成績は、売上高1,480,636千円（前期比21.8％増）、営業利益

461,049千円（前期比58.0％増）、経常利益455,536千円（前期比52.6％増）、当期純利益297,162千円
（前期比47.1％増）となりました。

事業ごとの売上高及びセグメント利益は以下のとおりであります。

（SaaS事業）
SaaS事業においては、「SiTest（サイテスト）」のツール販売だけでなく、SiTestを活用したコンサルテ

ィングや付随する解析サービスの提供によって、堅調に売上を増加させることができました。 それが実
現できた理由といたしましては、現状まで培われたデジタルマーケティングにおける実績やノウハウが寄
与しております。 セールス、カスタマーサクセス、コンサルタントの人材教育によって、一人当たりの
受注獲得件数や運用担当件数が増加したことにより、安定的な収益基盤を築くことができました。 また、
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関連するサービスとして、ウェブサイトやランディングページの制作、コンサルティングでの売上が伸長
してきていることも要因の１つです。
この結果、当事業年度における売上高は579,681千円（前期比34.2％増）、セグメント利益は352,156

千円（前期比47.7％増）となりました。

（マーケティングソリューション事業）
マーケティングソリューション事業においては、第１四半期において３月決算企業から非常に大きな案

件の受注ができたことにより、過去最高の売上高を計上することとなりました。
取組みとしては従来のインバウンド営業に加え、既存顧客からの継続的な受注、協業パートナー企業か

らの案件受注を推し進めております。業務提携先企業への人材派遣ではマーケティング支援を行いながら
広告案件受注に繋げる取組みができており、大型の広告予算案件を多く受注することができました。クオ
リティの高い動画広告制作の受注も逓増しており、市場の動向から動画広告の需要がより高まることも想
定されるため今後の案件増加にも期待できます。
この結果、当事業年度における売上高は748,088千円（前期比10.5％増）、セグメント利益は446,421

千円（前期比11.7％増）となりました。

（SPAIA事業）
SPAIA事業においては、SPAIA競馬の2021年末の価格改定前駆け込みとダイヤモンドコースリリース

キャンペーン時の長期契約の残により年初は順調にスタートしたものの、継続に苦戦し、また新規獲得の
広告宣伝を抑え、サービスの価値向上開発に注力したため第１四半期から当事業年度末にかけて有料会員
数は減少いたしましたが、マーケティング施策により無料会員は増加しています。
大型コンテンツではポイントを消費して利用できる厳選レース予想機能、全国のコンビニエンスストア

マルチコピー機で購入できるSPAIA競馬新聞、SPAIA競馬の地方競馬版のリリースを実施し、有料記事コ
ンテンツの連載シリーズの拡充を行いました。 2022年12月に再度価格改定を行い2021年10月以前同
様の価格に変更いたしました。SPAIAウィジェット事業は前年のとおり継続、スポーツくじWINNERの開
始に伴いSPAIA totoのドコモスポーツくじ送客スポット案件を受注いたしました。
この結果、当事業年度における売上高は152,866千円（前期比43.5％増）、セグメント損失は115,331

千円（前期は170,776千円の損失）となりました。
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（２）設備投資の状況
当事業年度におきましては、SPAIA事業の競馬予想AIのサービス拡充を目的としたシステム開発への設備

投資を29,772千円、SaaS事業の主力サービスであるSiTestの機能拡充及び2022年７月にローンチした新
サービスのFasTest（ファーステスト）のシステム開発への設備投資を10,616千円等を行いました。

（３）資金調達の状況
当社は、2022年９月28日に東京証券取引所グロース市場への上場に伴い、公募増資による450,000株及

びオーバーアロットメントによる売出しに関連して行った第三者割当増資による192,000株の新株発行によ
り、総額567,014千円の資金調達を行いました。
また、当事業年度において、金融機関より、設備投資及び運転資金等の拡充を目的として長期借入金

250,000千円、社債200,000千円の資金調達を行っております。

（４）財産及び損益の状況の推移
（単位 千円）

区分
第13期

2019
2019

年
年

１
12

月から
月まで

第14期
2020
2020

年
年

１
12

月から
月まで

第15期
2021
2021

年
年

１
12

月から
月まで

第16期（当期）
2022
2022

年
年

１
12

月から
月まで

売上高 671,664 882,868 1,215,796 1,480,636

経常利益 62,555 126,717 298,606 455,536

当期純利益 80,347 86,353 201,998 297,162

１株当たり当期純利益（円） 74.74 11.62 27.18 39.13

総資産 826,489 1,308,554 1,963,776 2,908,069

純資産 162,704 249,057 451,056 1,316,974

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）により算出してお
ります。

２．当社は2022年６月11日を効力発生日として、普通株式１株につき６株の割合で株式分割を行ってお
ります。第14期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しており
ます。

３．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号2020年３月31日)等を当事業年度の期首から適
用しており、当事業年度に係る各数値については当該会計基準等を適用した後の数値となっておりま
す。
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（５）対処すべき課題
当社が、対処すべき課題は、以下の項目と認識しております。
① 事業の収益基盤の強化及び加速
当社は、SaaS事業、マーケティングソリューション事業、SPAIA事業と３つの事業を展開しています

が、全体の収益基盤について、一層の強化が必要であると考えております。収益基盤を強化するために最
も重要となるのが、SaaS事業においては、平均単価の向上及び顧客数、マーケティングソリューション事
業においては顧客数、SPAIA事業については、サブスクリプション利用のユーザー数の増加であると考え
ております。かかる課題に対処するために、効果的なプロモーション活動を通じて３事業の認知度向上に
努めるとともに、SPAIA事業の継続的な機能・利便性、ユーザビリティの改善を行ってまいりたいと考え
ております。

② 優秀な人材の確保
当社は、事業の拡大や新規事業への進出を行っていく中で、人材の採用及び育成を重要な経営課題と捉

えており、人材の採用及び育成に関する各種施策を継続的に講じてまいります。

③ 情報セキュリティのリスク対応の強化
当社は、ウイルスや不正な手段による外部からのシステムへの侵入、システム障害及び役職員、パート

ナー事業者の過誤による損害を防止するために、引き続き優秀な技術者の確保及び職場環境の整備、社内
教育による情報セキュリティの強化を図ってまいります。

④ 迅速な意思決定を行うための組織体制の強化
組織が拡大しても、引き続き高い成長力を維持していくためには、効率的かつ迅速に経営意思決定を行

う必要があります。具体的には、経営上の重要な意思決定を迅速に行うために必要な、主要なKPI（Key
Performance Indicator:重要業績評価指標）や財務数値を社内においてタイムリーに把握できる体制・
仕組みを構築してまいりたいと考えております。また、内部牽制体制とのバランスを図りながら、意思決
定を迅速に行うため役職員への適切な権限付与を整備することが重要と考えております。

⑤ 内部管理体制の強化
継続的に当社が成長を遂げていくためには、経営上のリスクを適切に把握し、当該リスクを適切にコン

トロールするための体制強化や、未然の不正防止や業務の適正性を確保するための内部統制システムの強
化が重要な課題と考えております。具体的には、内部監査部門が、内部監査規程に基づき内部監査を実施
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します。内部監査の結果は、被監査部門にフィードバックされるとともに、代表取締役CEOに報告されま
す。各監査役が取締役会等に積極的に参加し、高い専門的見地から取締役の意思決定・業務執行について
適宜意見を述べることにより、取締役会への監査・監督機能の一層の強化を図ってまいります。監査役、
内部監査部門及び会計監査人による会合を定期的に開催することにより、監査・監督機能がより有効・適
切に機能するよう努めてまいります。

（６）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
該当ありません。

② 重要な子会社の状況
該当ありません。

③ 重要な企業結合等の状況
該当ありません。

（７）主要な事業内容（2022年12月31日現在）

事業部門 事業内容

SaaS事業 自社開発のSiTest等を用いたウェブサイト解析、アクセス解析、サイト制
作、コンテンツ制作、コンサルティング

マーケティング
ソリューション事業 インターネット広告運用代行、ウェブサイト制作、バナー制作、動画制作

SPAIA事業 自社開発のSPAIAのメディア運営

（８）主要な営業所及び工場（2022年12月31日現在）
名称 所在地

大阪本社 大阪市中央区

東京支社 東京都港区
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（９）従業員の状況（2022年12月31日現在）
使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

98名 ４名増 32.3歳 3.0年

（注）使用人数は就業人数でありますが、臨時雇用者数６名は含めておりません。

（10）主要な借入先（2022年12月31日現在）
借入先 借入金残高

株式会社関西みらい銀行 140百万円

株式会社りそな銀行 107百万円

株式会社みずほ銀行 75百万円

株式会社三菱UFJ銀行 59百万円

株式会社南都銀行 48百万円

（11）その他会社の現況に関する重要な事項
当社は、2022年９月28日に東京証券取引所グロース市場に株式を上場いたしました。これに伴い行った

公募増資により、資本金198,720千円、資本剰余金が198,720千円増加いたしました。また上場に伴った
オーバーアロットメントによる売出しに関連して行った第三者割当増資により、資本金84,787千円、資本
剰余金が84,787千円増加いたしました。
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２．会社の株式に関する事項
（１）発行可能株式総数 29,700,000株

（２）発行済株式の総数 8,136,000株

（３）株主数 2,532名

（４）大株主

株主名 持株数 持株比率

株式会社ゴールドアイランド 3,900,000株 47.94％

金島 弘樹 1,470,000株 18.07％

MICイノベーション４号投資事業有限責任組合 579,900株 7.13％

金島 由樹 160,000株 1.97％

日本証券金融株式会社 134,100株 1.65％

畝田 友希 90,000株 1.11％

JPモルガン証券株式会社 83,500株 1.03％

JP JPMSE LUX RE NOMURA INT PLC 1 EQ CO 65,900株 0.81％

SMBC日興証券株式会社 63,800株 0.78％

株式会社SBIネオトレード証券 40,100株 0.49％
（注）自己株式は保有しておりません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（１）当事業年度末日における当社役員の保有状況

名称 第１回新株予約権 第２回新株予約権

決議年月日 2015年３月26日 2015年７月24日

付与対象者の区分、人数
及び新株予約権の個数

当社取締役２名 230個
社外取締役－

当社取締役２名 20個
社外取締役１名 70個

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数 普通株式 138,000株 普通株式 54,000株

新株予約権の発行価額 無償 無償

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり ３円 １株当たり ９円

新株予約権の行使期間 自 2017年４月１日
至 2025年２月末日

自 2017年８月１日
至 2025年６月30日

名称 第３回新株予約権 第４回新株予約権

決議年月日 2016年３月30日 2016年８月19日

付与対象者の区分、人数
及び新株予約権の個数

当社取締役－名
社外取締役１名 15個

当社取締役１名 18個
社外取締役－

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数 普通株式 9,000株 普通株式 10,800株

新株予約権の発行価額 無償 無償

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 12円 １株当たり 15円

新株予約権の行使期間 自 2018年４月１日
至 2026年２月末日

自 2018年９月１日
至 2026年８月末日
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名称 第８回新株予約権

決議年月日 2021年３月25日

付与対象者の区分、人数
及び新株予約権の個数

当社取締役１名 3,000個
社外取締役－

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数 普通株式 18,000株

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 677円

新株予約権の行使期間 自 2023年４月１日
至 2031年２月28日

（注）１．新株予約権（以下本項において「本新株予約権」という。）の行使の条件に関する事項は次のとおり
であります。

（１）新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」という。)は、権利行使時においても、当社又
は当社子会社の取締役、監査役、従業員又は顧問、社外協力者その他これに準ずる地位にあるこ
とを要する。ただし、新株予約権者が任期満了により退任又は定年退職した場合、あるいは取締
役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

（２）新株予約権者が死亡した場合、相続人による本新株予約権の権利行使はできるものとする。
（３）新株予約権者は、新株予約権の行使においては、下記①、②、③において定める期間区分（以下、

本期間区分とする。）に従って、その一部又は全部を行使するものとする。ただし、当社の取締役
会の決議がある場合は、本期間区分によらない新株予約権の行使を認めることができるものとす
る。

① 権利行使開始日（当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場した初日を指すものとす
る。）から１年間は、割り当てられた新株予約権の個数の40％までを限度として行使すること
ができるものとする。

② ①で定める期間が経過した日より１年間は、①の年で行使した個数を含め、割り当てられた新
株予約権の個数の70％までを限度として行使することができるものとする。

③ ②で定める期間が経過した日より後は、割り当てられた新株予約権の全てを行使することがで
きるものとする。

２．新株予約権について譲渡、担保権の設定、その他一切の処分をすることができないものとなっており
ます。
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３．2022年６月10日開催の取締役会決議により、2022年６月11日付で普通株式１株を６株にする株式
分割を行っております。上表に記載の「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の発行価
額」、「新株予約権の行使時の払込金額」は、調整後の内容となっております。

（２）当事業年度中に交付した新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（１）取締役及び監査役

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役 金島 弘樹 CEO

専務取締役 財部 友希
（戸籍名：畝田 友希） CIRO・経営企画部本部長

取締役 西村 美希 CFO・ファイナンスマネジメント部本部長

取締役 金島 由樹 COO・プロモーション統括本部長

社外取締役 上杉 辰夫
Global Micro Solution Inc. 代表取締役社長
Social Rewards, Inc. CTO
GMS Japan 株式会社 代表取締役会長

社外取締役 森住 曜二

森住曜二公認会計士事務所 所長
ルクサナバイオテク株式会社 社外取締役
株式会社ダイケン 社外監査役
元気寿司株式会社 社外取締役
ローランド株式会社 社外監査役

社外監査役 奥田 和良 常勤監査役

社外監査役 池原 浩一
池原公認会計士事務所 所長
日本セラミック株式会社 取締役（監査委員）
鳥取県民共済生活協同組合 監事

社外監査役 北口 正幸
北口公認会計士事務所 所長
招和法律事務所 代表
日本ハム株式会社 社外監査役

（注）１．取締役上杉辰夫氏及び森住曜二氏は、社外取締役であります。
２．監査役奥田和良氏、池原浩一氏及び北口正幸氏は、社外監査役であります。
３．取締役上杉辰夫氏及び森住曜二氏、監査役奥田和良氏、池原浩一氏並びに北口正幸氏の各氏は、株式

会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出を行っております。
４．監査役池原浩一氏及び北口正幸氏は公認会計士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し

ております。

（２）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保

険者が負担することになる、役員等としての職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及に係
る請求を受けることによって生ずる損害を、当該保険契約により補填することとしております。なお、当該
役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社の取締役、監査役、執行役員及び管理・監督の立場にある従業員
であり、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担することとしております。
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（３）取締役及び監査役の報酬等の額

区分 対象となる
役員の員数(名)

報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円)

基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等
取締役

(うち社外取締役)
６
(２)

90,234
(3,450)

90,234
(3,450)

－
(－)

－
(－)

監査役
(うち社外監査役)

３
(３)

7,450
(7,450)

7,450
(7,450)

－
(－)

－
(－)

（注）取締役及び監査役の報酬額については、2016年３月30日開催の第９期定時株主総会において、取締役４
名の報酬額を年額350百万円以内（使用人兼務取締役の使用人給与分を含まない。）、監査役１名の報酬額
を年額50百万円以内と決議いただいております。

（４）社外役員に関する事項
① 社外役員の重要な兼職先と当社との関係
取締役上杉辰夫氏及び取締役森住曜二氏の「取締役及び監査役」に記載の重要な兼職先と当社との間に

は、特別な利害関係はありません。
監査役奥田和良氏及び監査役池原浩一氏並びに監査役北口正幸氏の「取締役及び監査役」に記載の重要

な兼職先と当社との間には、特別な利害関係はありません。

② 当事業年度における社外役員の主な活動状況

区分 氏名 取締役会
出席率

監査役会
出席率

発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社
外
取
締
役

上杉 辰夫 100%
(16/16回) －

主に米国IT企業の経営者としての豊富な経験・見地から
適宜発言を行い、当社の経営体制の強化への助言を行い
ました。

森住 曜二 100%
(16/16回) － 主に公認会計士としての専門的な知識及び経験から適宜発

言を行い、当社の経営体制の強化への助言を行いました。

社
外
監
査
役

奥田 和良 100%
(16/16回)

100%
(16/16回)

主に上場メーカーにおける内部監査室及び監査役室での豊
富な経験・見地から適宜発言を行い、当社の監査体制強化
に適切な役割を果たしました。

池原 浩一 100%
(16/16回)

100%
(16/16回)

主に公認会計士及び上場企業の監査役として培ってきた豊
富な経験・見地から適宜発言を行い、当社の監査体制強化
に適切な役割を果たしました。

北口 正幸 93.75%
(15/16回)

100%
(16/16回)

主に弁護士及び公認会計士並びに上場企業の監査役として
培ってきた豊富な経験・見地から適宜発言を行い、当社の
監査体制強化に適切な役割を果たしました。
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５．会計監査人に関する事項
（１）会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

（２）報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22,500千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況や報酬見積りの算出根拠な
どを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について、会社法第399条第１項の同意を行ってお
ります。

（３）非監査業務の内容
当社は、EY新日本有限責任監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に、新規上場に係る

コンフォートレター作成業務についての対価を支払っております。

（４）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会計

監査人の解任又は不再任を株主総会に提出する議案の内容として決定いたします。
また、当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由に該当すると認められる場

合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、当社監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、解任の旨及びその理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制
当社は、業務の適正を確保するための体制の整備に係る基本方針を次のとおり取締役会で定め、本方針に

基づき、内部統制システムを整備するとともに、運営の徹底を図っております。
その概要は、以下のとおりであります。

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程等に従い、経営に関する重要な事項を決定す
る。

②取締役会は、内部統制の基本方針を決定し、取締役が、適切に内部統制システムを構築・運用し、そ
れに従い職務執行しているかを監督する。

③取締役は、他の取締役と情報の共有を推進することにより、相互に業務執行の監督を行っている。
④取締役は、各監査役が監査役会で定めた監査方針・計画のもと、監査を受ける。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
株主総会、取締役会の議事録、経営及び業務執行に関わる重要な情報については、法令及び「文書管理

規程」「稟議規程」等の関連規程に従い、適切に記録し、定められた期間保存及び管理する。また、その
他関連規程は、必要に応じて適時見直し等の改善をする。

（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会の運営に関する事項を「取締
役会規程」に定めるとともに、取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて臨時開催する。

②取締役は、ITを活用した情報システムを構築して、迅速かつ的確な経営情報把握に努める。

（４）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制及び損失の危険の管理に関す
る体制
①リスク管理担当取締役はリスク・コンプライアンス委員会の委員長として、当社の事業活動に関連す
るリスクを適切に認識・把握し、これを適切に管理する責任を有する。リスク・コンプライアンス委
員会は、コンプライアンスに関する内部統制機能の強化を継続的に行える体制を推進・維持する。ま
た、全社的なリスクの把握とその評価及び対応策の策定を行い、各担当取締役及び各部門責任者と連
携しながら、リスクを最小限に抑える体制を構築する。
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②万が一、コンプライアンスに関する事態が発生した場合は、リスク・コンプライアンス委員会を中心
に、代表取締役CEO、取締役会、監査役会、顧問弁護士に報告される体制を構築する。

③取締役及び使用人がコンプライアンスの徹底を実践できるように「グラッドキューブフィロソフィ」
を定める。

④内部通報制度を設け、社内外（常勤監査役・コンプライアンス責任者・顧問弁護士）に匿名で相談・
申告できる「相談窓口」を設置し、事態の迅速な把握と是正に努める。

⑤リスク管理を円滑にするために、「リスク管理規程」「コンプライアンスマニュアル」等社内の規程を
整備し、リスクに関する意識の浸透、早期発見、未然防止、緊急事態発生時の対応等を定める。

（５）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該
使用人の取締役からの独立性に関する事項
①当社は、監査役の職務を補助する使用人は配置していないが、取締役会は監査役会と必要に応じて協
議を行い、当該使用人を任命及び配置することができる。

②補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に移譲されたものとし、取締役の指揮命
令は受けない。

（６）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
①監査役は、取締役会以外にも重要な会議へ出席し、当社における重要事項や損害を及ぼす恐れのある
事実等について報告を受ける。

②取締役及び使用人は、取締役会に付議する重要な事項と重要な決定事項、その他重要な会議の決定事
項、重要な会計方針・会計基準及びその変更、内部監査の実施状況、その他必要な重要事項を監査役
に報告する。

③取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項及び不正行為や重要な法令並びに定
款違反行為を認知した場合、速やかに監査役に報告する。

（７）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役会は、代表取締役CEOと定期的に会合を開き、意思の疎通及び意見交換を実施する。
②監査役は、会計監査人及び内部監査担当とも意見交換や情報交換を行い、連携を保ちながら必要に応
じて調査及び報告を求める。
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（８）財務報告の信頼性を確保するための体制
①財務報告に係る内部統制システムの整備・構築を行い、その仕組みが有効かつ適切に機能することを
定期的・継続的に評価するための体制を構築する。

②代表取締役CEOが直轄する内部監査室が内部監査を実施し、財務報告の信頼性と適切性を損なう危険
がある行為が発見された場合には、発見された行為の内容とそれがもたらす影響の程度等について、
直ちに代表取締役CEOに報告する。

（９）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社は、反社会的勢力・団体・個人とは一切関わりを持たず、不当・不法な要求にも応じないことを基

本方針とした「反社会的勢力排除に関する規程」を定める。その旨を取締役及び使用人に周知徹底すると
ともに、平素より関係行政機関などからの情報収集に努め、事案の発生時には関係行政機関や法律の専門
家と緊密に連絡を取り、組織全体として速やかに対処できる体制を整備する。
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７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
上記に掲げた業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

（１）取締役の職務の執行
取締役会では、「取締役会規程」「稟議規程」等の社内規程に基づき、経営方針等の重要事項について審

議・決定するとともに、取締役の職務執行について報告を受けております。取締役会においては独立した
立場の社外取締役を含め十分に審議できる環境を確保しております。業務の執行に関しては、代表取締役
CEOを中心に、業務執行取締役が効率的かつ迅速な意思決定を行っております。

（２）コンプライアンスに関する取組み
「コンプライアンス規程」「リスクコンプライアンス委員会規程」等の社内規程に基づき、リスクコン

プライアンス委員会を四半期ごとに開催し、リスクやインシデントの適切な把握・対応を行い、当社にお
ける持続的成長の阻害要因の排除・低減を図っております。

（３）内部監査の実施
「内部監査規程」に基づき、内部監査室が内部監査計画書を作成し、全事業部の監査を行っておりま

す。監査結果については、代表取締役CEOに対して報告を行うとともに、その概要及び改善指摘事項につ
いて監査対象事業部にフィードバックを行っております。また、当該監査結果を取締役会及び監査役会に
説明することで、社外取締役を含む取締役及び社外監査役を含む監査役との連携を図っております。

（４）監査役の職務の執行
監査役は当社の重要な会議に出席し、必要に応じて取締役及び使用人にヒアリングする機会を設けるほ

か、会計監査人や社外監査役との定期的な会合を設け連携を継続的に図ることで、監査の実効性を確保し
ております。
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貸 借 対 照 表
（2022年12月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 2,764,852 流 動 負 債 1,158,334

現 金 及 び 預 金 2,158,234 買 掛 金 394,835
売 掛 金 414,423 １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 40,000
貯 蔵 品 139 １年内返済予定の長期借入金 139,121
前 渡 金 160,821 未 払 金 171,655
前 払 費 用 29,293 未 払 費 用 62,032
そ の 他 4,795 未 払 法 人 税 等 106,258
貸 倒 引 当 金 △2,855 未 払 消 費 税 等 41,912

固 定 資 産 134,916 契 約 負 債 177,622
有 形 固 定 資 産 15,461 預 り 金 24,897
建 物 附 属 設 備 20,831 固 定 負 債 432,761
減 価 償 却 累 計 額 △7,000 社 債 140,000
建 物 附 属 設 備 （純 額） 13,830 長 期 借 入 金 292,761

工 具、 器 具 及 び 備 品 4,686
減 価 償 却 累 計 額 △3,054 負 債 合 計 1,591,095
工具、器具及び備品（純額） 1,631 （純 資 産 の 部）

無 形 固 定 資 産 71,417 株 主 資 本 1,316,974
ソ フ ト ウ ェ ア 56,009 資 本 金 369,890
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 15,407 資 本 剰 余 金 359,853

投 資 そ の 他 の 資 産 48,038 資 本 準 備 金 359,853
長 期 前 払 費 用 3,178 利 益 剰 余 金 587,229
繰 延 税 金 資 産 24,736 そ の 他 利 益 剰 余 金 587,229
そ の 他 20,123 繰 越 利 益 剰 余 金 587,229

繰 延 資 産 8,300
株 式 交 付 費 6,244
社 債 発 行 費 2,055 純 資 産 合 計 1,316,974
資 産 合 計 2,908,069 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,908,069
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損 益 計 算 書

（2022
2022

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 1,480,636
売 上 原 価 88,798

売 上 総 利 益 1,391,837
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 930,787

営 業 利 益 461,049
営 業 外 収 益

受 取 利 息 13
受 取 手 数 料 9,062
そ の 他 3,336 12,412

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,313
支 払 保 証 料 2,173
株 式 交 付 費 償 却 659
社 債 発 行 費 償 却 461
上 場 関 連 費 用 7,942
そ の 他 2,374 17,925
経 常 利 益 455,536
税 引 前 当 期 純 利 益 455,536
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 140,257
法 人 税 等 調 整 額 18,116 158,374
当 期 純 利 益 297,162
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株主資本等変動計算書

（2022
2022

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 85,494 75,494 75,494 290,067 290,067 451,056 451,056
当期変動額
新株の発行 283,507 283,507 283,507 567,014 567,014
新株の発行
（新株予約権の行使） 889 851 851 1,740 1,740

当期純利益 297,162 297,162 297,162 297,162
当期変動額合計 284,396 284,358 284,358 297,162 297,162 865,917 865,917
当期末残高 369,890 359,853 359,853 587,229 587,229 1,316,974 1,316,974
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品
最終仕入原価法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却方法
（１）有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物附属設備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備 15年
工具器具及び備品 ４年～10年

（２）無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、償却年数は次のとおりであります。
ソフトウエア（自社利用分） ５年（社内における利用可能期間）

３．引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
なお、本人としての性質が強いと判断される取引については、顧客から受領する対価の総額を収益として

認識しておりますが、顧客への財又はサービスの提供において当社がその財又はサービスを支配しておら
ず、代理人に該当すると判断した取引については、顧客から受領する対価から関連する原価を控除した総
額、あるいは手数料の金額を収益として認識しております。

（１）マーケティングソリューション事業
マーケティングソリューション事業においては、主にインターネット広告の運用代行を行っておりま

す。インターネット広告事業における主な履行義務は、顧客と合意した契約条件に基づいて広告をメディ
アに出稿することであり、当該履行義務は広告配信期間にわたって充足されるため、顧客との各契約条件
に応じて収益を認識しております。
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（２）SaaS事業及びSPAIA事業
SaaS事業及びSPAIA事業においては、主にWEB上で利用するサブスクリプションサービスの自社開発

及び提供を行っております。このようなツールの提供については、サービス提供期間の各締日ごとに履行
義務が充足されるため、末日締日時点で収益を認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
繰延資産の処理方法
（１）株式交付費

新株の発行にかかわる費用を株式交付費（繰延資産）として計上し、定額法により３年で償却し
ております。

（２）社債発行費
社債の発行にかかわる費用を社債発行費（繰延資産）として計上し、定額法により償還期間であ

る５年で償却しております。

（会計方針の変更に関する注記）
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスとの交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。収益認識会計基準等の適
用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりますが、当事業年
度の利益剰余金の期首残高、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。ただ
し、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受金」、「預り金」の一部及び「前
受収益」は、当事業年度より「流動負債」の「契約負債」に含めて表示しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準
等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、計算書類に与える影響
はありません。
また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記

を行うこととしました。
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（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
１．当事業年度の財務諸表に計上した額

繰延税金資産 24,736千円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得を合理的に見積り、将来の税金負担額を軽減する効果を

有するかどうかで判断しております。当該判断は、収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分
性、タックス・プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性及び将来加算一時差異の十分
性のいずれかを満たしているかどうかにより判断しております。
当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場

合、翌事業年度以降の財務諸表において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を
与える可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）
該当事項はありません。

（損益計算書に関する注記）
該当事項はありません。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 1,075,000 7,061,000 － 8,136,000

A種優先株式 163,500 － 163,500 －

合計 1,238,500 7,061,000 163,500 8,136,000
（注）１．普通株式の発行済株式の増加理由は以下のとおりです。

A種優先株式の対価として普通株式を発行 163,500株

株式分割（１：６）による増加 6,192,500株

新規上場に伴う新株発行による増加 642,000株

新株予約権の権利行使による新株発行による増加 63,000株
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２．A種優先株式の発行済株式の減少理由は以下のとおりです。
A種優先株式を自己株式として取得・消却 163,500株

２．自己株式に関する事項
該当事項はありません。

３．剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

４．当事業年度の末日における当社が発行している新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない新株予
約権を除く）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 365,400株

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については、必要な運転資金
を主に銀行借入によるものとする方針であります。デリバティブ取引に関しましては現在行っておら
ず、リスクを回避するために利用する可能性がありますが、投機的な取引は行わない方針であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。広告掲載媒体提供企業への買掛金

は、全て１年以内の支払期日であります。社債及び長期借入金は、主にマーケティングソリューション
事業運営に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日又は返済日は決算日後、最長で７年後で
あります。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行ってお
ります。

② 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
当社は、各部署からの報告に基づきファイナンスマネジメント部が適時に資金繰計画を作成・更新

することにより、流動性リスクを管理しております。
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（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

（５）信用リスクの集中
当期の貸借対照表日現在における営業債権のうち11.72％が特定の大口顧客に対するものであります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2022年12月31日（当事業年度末日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。また、短期間で決済される金融商品については時価が帳簿価額に近似することか
ら、注記を省略しております。

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 社債（※１） 180,000 180,000 －
(2) 長期借入金（※２） 431,882 430,346 △1,535

負債計 611,882 610,346 △1,535
（※１）社債は１年内償還予定の社債を含めております。
（※２）長期借入金は１年内返済予定の長期借入金を含めております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価。
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時間算

定に係るインプットを用いて算定した時価。
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価。
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
① 時価で貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。
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② 時価で貸借対照表に計上しない金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 180,000 － 180,000

長期借入金 － 430,346 － 430,346

負債計 － 610,346 － 610,346
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

社債及び長期借入金
変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また当社の信用状態は実行後大きく異なってい

ないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため当該帳簿価額によっております。
固定金利によるものは、元利金の合計額を当該社債及び長期借入金の残存期間及び信用リスクを加味

した利率で割引いた現在価値により算定する方法によっております。
これらについては、レベル２の時価に分類しております。

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延資産負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

ソフトウエア 16,924千円

未払事業税 4,252 〃

差入保証金 2,494 〃

貸倒引当金 874 〃

その他 190 〃

繰延税金資産小計 24,736千円

評価性引当額 － 〃

繰延税金資産合計 24,736千円

繰延税金負債 － 〃

繰延税金資産純額 24,736千円

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれます。
固定資産－繰延税金資産 24,736千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
該当事項はありません。

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま

す。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産 161円87銭
１株当たり当期純利益 39円13銭
（注）当社は2022年６月11日を効力発生日として、普通株式１株につき６株の割合で株式分割を行っており

ます。当事業年度期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産及び１株当たり当期純
利益を算定しております。

（その他の注記）
追加情報
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
新型コロナウイルス感染症について、現時点では当社の事業活動が大幅に制限を受ける可能性は低く、収束

時期等の予測は困難であるものの、当社の業績への影響は軽微であるものと考えております。
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年３月１日

株式会社グラッドキューブ
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 笹山 直孝

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 内田 聡

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社グラッドキューブの２０２２年

１月１日から２０２２年１２月３１日までの第１６期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討す
ること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等
の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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監査役会の監査報告
監査報告書

当監査役会は、2022年１月１日から2022年12月31日までの第16期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、監査計画、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査室その他使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条
第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備
されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の
状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②取締役の職務執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び監査結果は相当であると認めます。

2023年３月３日

株式会社グラッドキューブ 監査役会
常勤監査役 奥田 和良 ㊞

監査役 池原 浩一 ㊞
監査役 北口 正幸 ㊞

（注）監査役奥田和良氏、池原浩一氏及び北口正幸氏は、会社法第２条第16号及び第355条第３項に定め
る社外監査役であります。

以 上
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土 佐 堀 川

土佐堀出口 淀屋橋odona

至 難波

みずほ銀行

⑬号出口

②号出口
北御堂

③号出口

相愛学園

御霊神社

日本生命

日本生命(南館)

野村證券

伏見町3

道修町3

平野町3

淡路町3

瓦町3

備後町3

地下鉄中央線

郵便局

地
下
鉄
御
堂
筋
線

京阪電車

Ｎ

至 梅田

株主総会会場ご案内図

会 場

大阪市中央区平野町4丁目2-3
オービック御堂筋ビル 2F
オービックホールホールD+Ｅ

日 時

2023年3月28日（火）午前10時
（受付開始：午前9時30分）

交通のご案内

「淀屋橋駅」下車
南出入口（⑬号出口）から
徒歩約3分
「本町駅」下車
北出入口（②号出口）から
徒歩約4分

「淀屋橋駅」下車
出入口（③号出口）から
徒歩約７分

■ 地下鉄御堂筋線

■ 京阪電車

阪
神
高
速
道
路

本
町
駅

淀
屋
橋
駅
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